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県本部保育集会
日　時　６月15日（土）10：00～
会　場　自治労会館
内　容　・講演『幼児教育・保育

をめぐる現状と課題』
　　　　・分科会

那
珂
市
職
が
Ｖ
６

り
、
フ
ル
セ
ッ
ト
の
末
、
攻

守
に
わ
た
っ
て
や
や
力
の
上

ま
わ
る
那
珂
市
職
が
第
３

セ
ッ
ト
を
　
対
　
で
勝
ち
、

21

12

６
連
覇
を
飾
り
ま
し
た
。

　
な
お
、
最
高
殊
勲
選
手
に

は
那
珂
市
職
の
小
圷
な
つ
み

さ
ん
、
敢
闘
賞
は
県
職
連
合

の
仲
田
真
実
さ
ん
に
贈
ら
れ

ま
し
た
。

　
優
勝
し
た
那
珂
市
職
は
７

月
　
日
か
ら
東
京
都
立
川
市

31
で
開
催
さ
れ
る
関
東
甲
大
会

に
出
場
し
ま
す
。
上
位
３

チ
ー
ム
が
９
月
に
徳
島
で
開

催
さ
れ
る
全
国
大
会
へ
の
切

符
を
手
に
し
ま
す
。
那
珂
市

職
の
健
闘
が
期
待
さ
れ
ま

す
。

　
２
０
１
９
年
全
日
本
自
治

体
職
員
等
女
子
バ
レ
ー
ボ
ー

ル
選
手
権
大
会
茨
城
県
大
会

（
自
治
労
ス
ポ
ー
ツ
大
会
女

子
バ
レ
ー
ボ
ー
ル
県
大
会
）

が
６
月
１
日
、
水
戸
市
見
川

総
合
運
動
公
園
体
育
館
で
開

か
れ
、
熱
戦
の
結
果
、
那
珂

市
職
が
６
度
目
の
優
勝
を
果

し
、
関
東
甲
地
連
大
会
へ
の

出
場
権
を
獲
得
し
ま
し
た
。

　
大
会
に
は
、
前
年
度
優
勝

の
那
珂
市
職
チ
ー
ム
の
ほ

か
、
日
立
市
職
、
常
陸
太
田

市
職
、
ひ
た
ち
な
か
市
職
、

県
職
連
合
の
５
チ
ー
ム
が
参

加
し
ま
し
た
。

　
試
合
は
、
各
チ
ー
ム
が
予

選
リ
ー
グ
を
戦
い
、
上
位
２

チ
ー
ム
が
決
勝
戦
に
進
出
す

る
試
合
方
式
で
し
た
。

　
こ
の
結
果
、
予
選
を
勝
ち

抜
い
た
那
珂
市
職
と
県
職
連

合
が
決
勝
戦
に
進
出
し
ま
し

た
。
　
第
一
セ
ッ
ト
は
、
那
珂
市

職
が
　
対
　
、
第
２
セ
ッ
ト

21

14

は
　
対
　
と
県
職
連
合
が
取

21

14

自治労スポーツ大会
バレーボール県大会

県
職
連
合
が
準
優
勝

自治労スポーツ大会女子バレーボール県大会試合結果
決勝戦
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守
ろ
う
心
身
の
健
康
と
安
全

ユ
ニ
オ
ン
セ
ミ
ナ
ー
で
労
安
を
学
習

　
県
本
部
は
５
月
　
日
、
自

25

治
労
会
館
で
「
労
働
安
全
衛

生
」
を
テ
ー
マ
に
第
２
回
ユ

ニ
オ
ン
セ
ミ
ナ
ー
を
開
き
ま

し
た
。

　
第
１
講
座
は
「
自
治
体
職

場
の
労
働
安
全
衛
生
活
動
」

と
題
し
て
、
山
田
厚
全
国
労

働
安
全
衛
生
研
究
会
代
表
が

講
演
し
ま
し
た
。

　
山
田
さ
ん
は
、
「
昔
は
、

労
働
時
間
は
一
日
単
位
が
当

た
り
前
で
、
女
性
の
残
業
は

２
時
間
ま
で
に
制
限
さ
れ
て

い
た
」
な
ど
の
例
を
示
し
、

「
　
年
前
の
方
が
は
る
か
に

40
労
働
条
件
は
良
か
っ
た
。
労

基
法
が
改
正
さ
れ
、
労
働
時

間
の
上
限
規
制
は
『
週
　
時
40

間
・
一
日
８
時
間
』
と
さ

れ
、『
一
日
８
時
間
』
が

『
一
週
　
時
間
』
の
あ
と
に

40

さ
れ
、
今
で
は
『
月
』
と
か

『
年
単
位
』
に
ま
で
労
働
時

間
に
対
す
る
権
利
意
識
が
後

退
さ
せ
ら
れ
て
い
る
。
女
性

の
保
護
規
定
も
廃
止
さ
れ

た
」
と
指
摘
し
ま
し
た
。

　
さ
ら
に
、
「
地
方
公
務
員

の
長
期
病
休
者
数
と
　
万
人

10

率
は
過
去
最
高
。
メ
ン
タ
ル

ヘ
ル
ス
不
調
は
　
年
前
の
約

15

２
・
８
倍
。
自
殺
は
在
職
死

亡
者
の
死
因
の
第
２
位
。
一

般
定
期
健
康
診
断
の
有
所
見

率
で
は
　
・
７
％
と
民
間
労

75

働
者
を
含
め
た
日
本
の
労
働

者
の
有
所
見
率
よ
り
　
％
も

20

高
い
」
な
ど
と
、「
自
治
体

労
働
者
の
心
身
の
健
康
と
安

全
は
今
が
最
悪
」
と
警
鐘

し
、「
労
働
安
全
衛
生
を
守

り
向
上
さ
せ
る
の
は
事
業
者

の
責
任
で
あ
り
、
労
働
者
個

人
の
責
任
に
さ
せ
な
い
、
事

業
者
責
任
の
追
及
が
重
要
」

と
述
べ
ま
し
た
。

　
ま
た
、
第
２
講
座
の
「
自

治
体
職
場
の
労
働
時
間
」
も

山
田
さ
ん
が
講
演
。
働
き
方

改
革
法
施
行
を
受
け
、「
ま

ず
労
働
者
側
が
『
労
働
時
間

と
は
何
か
』
、『
健
康
を
守

る
た
め
の
労
働
時
間
の
規
制

と
は
ど
の
よ
う
な
こ
と
か
』

の
基
本
原
則
を
再
認
識
す
る

必
要
が
あ
る
」
と
強
調
。

「
一
日
８
時
間
が
労
働
時
間

の
上
限
規
制
で
あ
り
、
心
身

の
疲
労
回
復
は
一
日
単
位
が

基
本
原
則
。
一
日
単
位
の
リ

ズ
ム
を
崩
す
と
心
身
の
疲
労

回
復
が
で
き
ず
蓄
積
疲
労
と

な
る
」
と
述
べ
、「
時
間
外

労
働
・
休
日
労
働
は
特
別
な

事
態
の
み
で
あ
り
、
通
常
の

業
務
で
は
残
業
は
さ
せ
な
い

こ
と
」、「
法
定
時
間
を
超
え

て
労
働
さ
せ
た
ら
使
用
者
が

罰
則
を
受
け
る
こ
と
に
な

る
」
と
指
摘
し
た
う
え
で
、

「
心
身
の
健
康
と
安
全
の
た

め
に
は
、
長
時
間
労
働
や
過

重
労
働
・
不
払
い
残
業
を
な

く
し
て
い
こ
う
」
と
、
講
演

を
ま
と
め
ま
し
た
。

　
こ
の
あ
と
参
加
者
は
、

「
長
時
間
・
過
重
労
働
・
不

払
い
残
業
な
く
す
た
め
に
」

を
テ
ー
マ
に
グ
ル
ー
プ
討
論

で
交
流
を
深
め
ま
し
た
。

第２回ユニオンセミナーで講演する山田講師

那珂市職対県職連合の女子バレーボール大会決勝戦

人間らしい働き方をめざそう

日　　時 ６月29日（土）
 ＡＭ10：00～ＰＭ５：30
 ６月30日（日）朝解散

場　　所 自治労会館
 （水戸市桜川２－３－30）

内　　容 ◇第１講座：「労働基準法と労働時間を学ぶ」
 ◇第２講座：「時間外労働上限規制・公務における36協定

を学ぶ」
 　　　　　　※講師：松岡二郎さん（明治大学法学部講師）
 ◇単組の取り組み報告
 ◇グループ討論
 　　　　　　「職場の時間外労働・休日労働を考える」
　 ◇交流会

～ 県本部第３回ユニオンセミナー ～
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１．自然災害からの復興・再生の着実な推進
・東日本大震災の発生からの復興・再生における
2021年度以降の財源の確保や復興庁廃止後の具体
的な検討
・保護者と子どもへの包括的支援のための養護教諭
やスクールカウンセラー、ソーシャルワーカー全
校常勤配置、地域と学校との連携強化

２．経済・産業政策と雇用政策の一体的推進および中
小企業への支援強化
・第４次産業革命への対応について検討するため
の、労使が参画する枠組みの構築

・サプライチェーン全体で生み出した付加価値の適
正な分配の実現とその環境整備

３．「公平・連帯・納得」の税制改革の実現
・所得再分配機能の強化に向けた、所得税の人的控
除の見直し、低所得者対策としての給付付き税額
控除制度の導入

・消費税率引き上げの着実な実施、軽減税率制度に
代わる真の逆進性対策の実施

・自動車関係諸税の軽減・簡素化、税制改革全般に
おける地方の税財源確保

４．雇用の安定と公正労働条件の確保
・労働者派遣法2015年改正の点検・改善と安易な規
制緩和阻止
・労災保険や雇用保険など、副業・兼業に関する
ルールの構築

・「雇用類似の働き方」の就労者保護に向けた法的整
備

・解雇の金銭的解決制度の導入阻止
・労働者保護の観点から賃金請求権などの消滅時効
期間の設定

・効果的な能力開発を通じた「就職氷河期世代」の
良質な雇用・就労機会の実現

・高齢者の健康状態などに応じ、安心して働くこと
ができる安全な職場環境の整備

・あらゆるハラスメントの根絶に向けた国内法整備
とＩＬＯ条約の支持・批准

５．すべての世代が安心できる社会保障制度の確立と
ワーク・ライフ・バランス社会の早期実現
・医療・福祉・介護・子ども子育てで働く職員の処
遇改善と勤務環境改善による人材確保

・仕事と介護が確実に両立できるための、生活援助
サービスを含めた良質な介護保険給付の確保

・仕事と育児等の両立支援制度の充実、待機児童の
早期解消と保育の質の確保

　・すべての人が不安なく暮らし続けられる真の皆年
金の実現

６．教育機会の均等実現と学校の働き方改革を通じた
教育の質的向上
・教育機会均等の実現に向けた高等学校教育および
高等教育の完全無償化

・教員の長時間労働の確実な是正と給特法の抜本的
見直しの継続検討

　
冒
頭
、
川
本
委
員
長
は
、

２
０
１
９
春
闘
に
つ
い
て
触

れ
、「
連
合
は
、
賃
金
の
上

げ
幅
の
み
な
ら
ず
賃
金
水
準

を
追
求
す
る
闘
争
を
強
化
し

て
き
た
。
そ
の
結
果
、
５
月

　
自
治
労
は
５
月
　
、
　

29

30

日
、
東
京
・
Ｔ
Ｏ
Ｃ
有
明
で

第
１
５
７
回
中
央
委
員
会
を

開
き
、
人
勧
闘
争
な
ど
当
面

の
闘
う
方
針
を
決
定
し
ま
し

た
。

人
勧
期
に
向
け
方
針
決
定

定
と
公
正
労
働
条
件
の
確

保
、
公
平
な
税
制
改
革
の
実

現
、
社
会
保
障
の
確
立
な
ど

の
重
点
政
策
を
説
明
し
ま
し

た
。
　
次
に
、
参
加
者
は
「
雇
用

労
働
政
策
」、「
イ
ン
フ
ラ
・

交
通
政
策
」
な
ど
４
つ
の
分

科
会
に
分
か
れ
て
討
論
し
、

連
合
の
政
策
に
つ
い
て
議
論

を
深
め
ま
し
た
。

で
き
る
参
加
型
社
会
を
推
進

し
て
い
ま
す
。
こ
の
取
り
組

み
を
本
集
会
で
議
論
を
深
め

地
域
で
生
か
し
て
い
た
だ
き

た
い
」
と
強
調
し
ま
し
た
。

　
続
い
て
、「
『
働
く
こ
と

を
軸
と
す
る
安
心
社
会
』
に

向
け
た
政
策
制
度
実
現
の
取

り
組
み
に
つ
い
て
」
を
テ
ー

マ
に
連
合
経
済
政
策
局
の
山

根
局
長
が
講
演
。
雇
用
の
安

安
心
社
会
の
実
現
を

連
合
茨
城
が
政
策
制
度
を
討
論

い
て
、「
統
一
自
治
体
選
で

は
自
治
労
組
織
内
２
３
４
人

中
２
２
６
人
が
当
選
し
た
。

参
院
選
、
岸
ま
き
こ
の
取
り

組
み
に
つ
い
て
は
、
自
治
労

が
一
丸
と
な
っ
て
必
勝
に
む

け
た
、
た
た
か
い
の
強
化
を

お
願
い
す
る
」
と
訴
え
ま
し

た
。
　
議
事
で
は
、
「
当
面
の
闘

争
方
針
」
な
ど
の
議
案
を
審

議
し
た
結
果
、
す
べ
て
の
議

案
を
圧
倒
的
多
数
で
決
定
し

ま
し
た
。
と
く
に
、「
会
計

年
度
任
用
職
員
制
度
」に
つ
い

て
、
多
く
の
意
見
が
出
さ
れ

ま
し
た
。

い
。
本
気
で
取
り
組
ま
な
い

と
組
織
の
存
亡
に
か
か
わ
る

こ
と
で
あ
り
、
厳
し
く
総
括

し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
」
と

強
調
し
ま
し
た
。
さ
ら
に
、

「
自
治
労
組
合
員
数
が
　
万
80

人
を
割
っ
た
。
労
働
組
合
に

と
っ
て
『
数
は
力
』
。
そ
の

前
提
に
は
単
組
が
活
動
し
て

い
る
こ
と
で
あ
る
。
単
組
、

県
本
部
、
本
部
が
課
題
を
共

有
し
、
原
点
に
立
ち
返
り
、

組
織
縮
小
傾
向
か
ら
組
織
拡

大
に
転
じ
さ
せ
る
た
め
、
総

結
集
を
お
願
い
す
る
」
と
強

調
し
ま
し
た
。

　
最
後
に
、
選
挙
闘
争
に
つ

　
日
の
集
計
で
は
賃
上
げ
率

10２
・
１
％
と
、
６
年
連
続
と

な
る
賃
上
げ
を
実
現
し
た
。

国
公
で
も
賃
金
引
き
上
げ
を

実
現
す
べ
く
、
人
事
院
勧
告

に
向
け
て
交
渉
を
積
み
上
げ

て
い
き
た
い
」
と
述
べ
ま
し

た
。
ま
た
、
会
計
年
度
任
用

職
員
制
度
の
取
り
組
み
に
つ

い
て
、「
要
求
書
を
提
出
し

た
単
組
が
半
数
に
満
た
な

し
、「
連
合
は
、
働
く
人
の

視
点
に
立
っ
た
５
つ
の
『
安

心
の
橋
』
を
架
け
る
運
動
に

取
り
組
む
こ
と
で
、
活
力
に

あ
ふ
れ
、
自
己
実
現
に
挑
戦

組
織
や
地
域
協
議
会
、
連
合

推
薦
議
員
が
参
加
す
る
中
で

討
議
を
深
め
ま
し
た
。

　
は
じ
め
に
主
催
者
を
代
表

し
て
内
山
会
長
が
あ
い
さ
つ

　
連
合
茨
城
は
５
月
　
日
、

27

水
戸
市
内
で
「
政
策
・
制
度

討
論
集
会
」
を
開
き
、「
連

合
茨
城
・
２
０
２
０
年
度
重

点
政
策
」
に
向
け
、
各
構
成

連合茨城の政策・制度討論集会であいさつする内山会長 

東京・有明で開かれた157回中央委員会

自
治
労
第
　
回
中
央
委
員
会

１５７

２０２０年度　連合の重点政策（案）
（２０１９年７月～２０２０年６月）

 最重点政策 


